
 

６
月
２
０
日
の
県
議
会
予
算
特
別

委
員
会
で
、公
立
学
校
教
員
の
残
業

代
を
不
支
給
と
す
る
国
の
特
別
措
置

法
の
も
と
、教
員
１
人
あ
た
り
年
約 

７
５
万
円
も
給
与
が
低
く
な
っ
て
い
る

こ
と
が
分
か
り
ま
し
た
。 

  

日
本
共
産
党
の
江
尻
か
な
県
議
の

質
問
に
対
し
て
、県
教
育
委
員
会
が
初

め
て
試
算
し
た
も
の
で
す
。 

国
は
公

立
学
校
の
教
員
に
つ
い
て
残
業
代
の
支

払
い
を
認
め
て
お
ら
ず
、代
わ
り
に
月

額
給
与
の
４
％
を
「
教
職
調
整
額
」
と

し
て
上
乗
せ
し
て
い
ま
す
。 

 
 

教
育
長
は
、調
整
額
の
支
給
対
象

と
な
る
全
教
員
の
平
均
調
整
額
が  

１
人
あ
た
り
年
２
２
万
円
と
な
っ
て
い

る
一
方
、実
際
の
時
間
外
勤
務
に
合

わ
せ
て
残
業
代
を
支
給
し
た
場
合
、  

年
９
７
万
円
に
相
当
す
る
と
答
弁
。 

茨
城
県
の
時
間
外
勤
務
の 

平
均
時

間
（
昨
年
十
月
・十
一
月
）
は
小
学
校

で
月
３
５
時
間
３
７
分
、中
学
校
で
月

４
８
時
間
５
５
分
に
の
ぼ
り
、全
国
平

均
を
下
回
る
も
の
の
長
時
間
勤
務
が

続
い
て
い
ま
す
。 

 

残
業
代
不
支
給
を
や
め 

学
校
の
先
生
を
増
や
そ
う 

 
 

江
尻
県
議
は
「
実
態
を
見
れ
ば
、 

調
整
額
で
支
払
わ
れ
て
い
る
の
は   

４
分
の
１
程
度
。残
業
代
を
認
め
な
い

制
度
を
改
め
、教
員
を
増
や
す
べ
き
」

と
要
求
。 

教
育
長
は
、教
員
の
処
遇
改

善
を
審
議
す
る
国
の
動
き
を
注
視

し
、「
積
極
的
な
検
討
を
期
待
し
た

い
」
と
答
え
ま
し
た
。 

  

江
尻
県
議
は
「
調
整
額
を
１
０
％
に

す
れ
ば
良
い
な
ど
の
議
論
も
あ
る
が
、

定
額
働
か
せ
放
題
を
放
置
し
か
ね
な

い
」
と
強
調
。 

や
り
が
い
に
見
合
う
改

善
を
求
め
ま
し
た
。 

 江尻かな県議 

●以前より早く帰れるように

なったけれど、この先働き続けられるか不安。

一番必要なのは教員定数を増やすこと！ 

●「早く終わらせる」ことが先行し、実際にはタイム

カードを押した後に残ったり、それでも終わらず自宅に

持ち帰ったり…ということもある。 

● 年75万円少ないということは、40年働く 

と３千万円の差⁉ これは理不尽。 

よせられた  

事業者、生活者物価高騰対策支援など ・・・・・７９億２４００万円 

主 な 事 業 補 助 内 容 

病院、診療所、薬局、福祉施設、

私立学校・幼保等の光熱費補助 

２０２２年光熱費(年間総額)×１７％×１/２(６ヶ月)×１/２ 

※１７％の根拠は、水戸市の消費者物価指数によるもの 

酪農家への輸入飼料高騰補助 

国産飼料の利用拡大補助 

基本額 乳用牛17,500円／1頭、肉用牛5,500円／1頭を補助 

※国産飼料の利用割合を１５％アップする生産者に上乗せあり 

県立学校給食の材料高騰分補助 中学･中等教育、特別支援、夜間定時制の給食に1食２０円補助 

大雨および台風２号に伴う災害の被災者支援など ・・・・・７億３９００万円 

生活再建支援 住宅応急修理、住宅再建補助、援護資金貸付、見舞金など 

中小企業への支援 被災企業に災害対策融資、信用保証料補助、利子補給など 

社会福祉施設の復旧支援 被災した幼稚園、高齢者施設、障害者施設に補助 

  6月６日～２２日まで開かれた県議会に、

物価高騰対策費や大雨・台風による被災

者支援費などが提案され、全会一致で可

決。 江尻かな県議も賛成しました。 

  採決前の討論で江尻県議は、「支援はま

だまだ十分でなく、光熱費や飼料代に継続

した対策が必要」と主張。 また、大雨で浸

水した農作物の被害はまだ確定できず、具

体的支援はこれからです。 

 

 那珂川流域の洪水対策 

２年遅れで令和８年度予定 

  ２０１９年の東日本台風で、水戸市や城

里町に大水害をもたらした那珂川の緊急

治水対策（堤防整備、河道掘削など）が、

当初の令和６年度完成から令和８年度に 

２年延長され、事業費も１４７億円増えて約

８１３億円に変更。 国交省は、地質調査や

用地買収が理由としています。  

  一方で、「コンクリート擁壁をつくる国田地

区は、なぜ民有地を無償貸与することが求

められるのか」「２年遅れるのは心配だ」と

住民から声があがっています。 

水戸市白梅３-１３-８水戸共同ビル３階 日本共産党県議団室 

  日本共産党茨城県議団  

発行／日本共産党茨城県議団 ２０２３年７月号 

県政や活動へのご意見・要望などおよせください 

日本共産党  

茨城県議団ニュース 

年      分の“ただ働き!?” 
県
教
委
が
初
め
て
試
算 

教
員
の
時
間
外
勤
務 

県
立
あ
す
な
ろ
の
郷
建
て
替
え 

 老朽化したあすなろの郷（障害

者入所施設）の建て替え工事が

いよいよ始まります。  

 江尻県議は、工事契約議案に賛

成した上で、入所定員をこれまで

の約半分（200人）に縮小するの

は問題であり、広い敷地を生かし

て施設の増設や、県南地域などに 

２か所目の整備が必要ではない

かと主張しました。 

県 議 会 

補正予算 

 

質
問
と
答
弁
の
詳
細
は
、 

 

江
尻
か
な
県
議
の
ホ
ー
ム 

 

ペ
ー
ジ
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。 



 

 

江
尻
か
な
県
議
は
、予
算
特
別
委

員
会
で
「
来
年
秋
ま
で
に
健
康
保
険

証
を
廃
止
し
て
、マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド

と
一
体
化
す
る
の
は
問
題
だ
」
と
し

て
、県
が
関
与
す
る
国
民
健
康
保
険
や

後
期
高
齢
者
医
療
保
険
の
保
険
証 

存
続
を
知
事
に
求
め
ま
し
た
。 

資
格
確
認
書
は
ど
う
な
る
？ 

  

県
と
市
町
村
が
運
営
す
る
国
保
に

約
６
５
万
人
、後
期
高
齢
者
医
療
に
約

４
３
万
人
の
県
民
が
加
入
し
て
い
ま

す
。そ
の
他
、す
べ
て
の
県
民
が
何
ら
か

の
公
的
医
療
保
険
に
入
っ
て
い
ま
す

が
、マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
を
持
っ
て
い

な
い
か
、持
っ
て
い
て
も
保
険
証
と
ひ
も

付
け
し
て
い
な
い
人
は
、代
わ
り
に
保

険
運
営
者
が
「
資
格
確
認
書
」
を
発
行

す
る
と
し
て
い
ま
す
。 

 
 

茨
城
県
の
マ
イ
ナ
ン
バ
ー

カ
ー
ド
交
付
率
は
７
割
で
、

カ
ー
ド
と
保
険
証
を
ひ
も
付
け

し
て
い
る
人
は
そ
の
う
ち
約
７

割
と
言
わ
れ
て
い
る
こ
と
か

ら
、現
時
点
で
約
半
数
の
県
民

は
「
資
格
確
認
書
」
が
必
要
と

見
込
ま
れ
ま
す
。  

 
 

障
害
者
の
家
族
や
高
齢
者

か
ら
、「
マ
イ
ナ
保
険
証
や
資
格

確
認
書
の
作
成
は
困
難
で
、 

保
険
証
が
廃
止
さ
れ
る
と
困

る
」
と
い
う
声
が
寄
せ
ら
れ
て

い
ま
す
。ま
た
、医
療
機
関
で
も

ト
ラ
ブ
ル
が
相
次
ぎ
、保
険
医
協
会
は

保
険
証
廃
止
に
反
対
し
て
い
ま
す
。 

何
の
た
め
の
デ
ジ
タ
ル
化
？ 

  

国
会
で
、自
民
、公
明
、維
新
、国
民

民
主
が
保
険
証
と
の
一
体
化
法
案
を

可
決
し
て
し
ま
い
ま
し
た
が
、与
党
内

か
ら
も
「
廃
止
は
い
か
が
な
も
の
か
」
と

声
が
上
が
り
始
め
ま
し
た
。 

 

江
尻
県
議
は
、「
デ
ジ
タ
ル
化
は
一
番

使
い
づ
ら
い
人
に
合
わ
せ
る
べ
き
。 

保

険
証
が
手
元
に
な
い
無
保
険
状
態
を

決
し
て
生
ま
な
い
対
策
を
」
と
主
張
。 

知
事
は
「
課
題
に
つ
い
て
認
識
し
、必

要
で
あ
れ
ば
国
に
伝
え
て
い
く
が
、基

本
的
に
は
国
で
し
っ
か
り
対
応
し
て
も

ら
え
る
と
い
う
こ
と
な
の
で
注
視
し
て

い
き
た
い
」
と
答
え
ま
し
た
。 

 
● 
共
産
党
国
会
議
員
団
は
「
保
険
証

廃
止
撤
回
・マ
イ
ナ
ン
バ
ー
問
題
追
及

委
員
会
」
を
立
ち
上
げ
、引
き
続
き
改

善
を
求
め
て
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。 

 県議会議員 

江尻かな 

実験炉「常陽」再稼働 

意義や必要性はない 

  岸田政権は、高速増殖炉「もんじゅ」で

失敗した核燃料サイクル（原発の使用済燃

料を再処理してウランやプルトニウムを生成し、

再び燃料にする）の開発をこれからも進める

として、大洗町にある実験炉「常陽」を

2025年に再稼働させる方針。再稼働には

大洗町と県の了解が必要です。 

  「常陽」は２００７年の事故以来ストップ

したままで、江尻県議は「核燃料サイクル

の開発は破たんしている。常陽は危険な 

ナトリウム火災のリスクもあり、再稼働を認

めるべきでない」と迫りました。 

  知事は、「再稼働の意義や必要性は国

が説明責任を果たすべきであり、県として

は安全対策委員会や審議会、隣接市町村

（水戸市、ひたちなか市、鉾田市、茨城町）の

意見聴取を行ったうえで判断する」と答弁

しました。 

障害者

避難計画除外は問題 

  江尻県議は、東海第２原発の再稼働を

前提として避難計画をつくるのではなく、

危険な老朽原発の再稼働はやめるよう、

知事に質問しました。 

計画策定は１０％弱 

  そのうえで、県が避難計画策定から障

害者グループホームを除外している問題を

追及。 これにたいし、知事は「グループ

ホーム利用者は、ある程度自立して避難が

可能なことから、一般住民と同様に避難す

ることが基本」などと答弁。 そのため、３０

km圏内にある障害者グループホーム１２１

か所のうち、独自に計画を策定しているの

は１０％弱であることが分かりました。 

  江尻県議は、「障害者が学校体育館で

長期避難できるという認識は間違ってい

る」と、厳しく知事の姿勢をただしました。 

原発処理汚染水の 

海洋放出に反対を 

  政府と東電は、今年夏頃に福島第一原

発の処理汚染水を海に放出する方針を変

えていません。 今なお福島県沿海の漁は

制限されており、海洋放出で再び影響が

出ることが予想されます。 茨城県漁連は

当初から「放出反対」を貫いています。   

  江尻県議が、知事に反対するよう求めた

のにたいし、知事は「風評被害には国が責

任をもって対応するよう求めていきたい」と

答えるだけでした。 

江尻県議が予算特別委員会で知事に質問 

●日本共産党地方議員とともに「放出反対を求める」

要望書を提出し、原子力安全対策課長や漁政課長ら

と意見交換する江尻県議（中央）＝６月２９日、県議会 


